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令和元年度福岡地区水道企業団 

水道用水供給事業会計決算審査意見書 

 

第１ 審査の概要 

１ 審査の対象 

令和元年度福岡地区水道企業団水道用水供給事業会計決算 

２ 審査の方法 

決算審査に当たっては、企業長から提出された決算書及び事業報告書等付属書類が、地方公営企業

法並びにその他の関係法令に準拠して作成されているか、計数が正確であるか、かつ経営成績及び財政

状態を適正に表示しているか、また、事業の運営は、地方公営企業法の趣旨に則り、経済性の発揮ととも

に、公共の福祉増進のため合理的な運営がなされているかを主眼として審査を行った。 

審査は、決算の計数について、総勘定元帳その他の帳簿及び証拠書類と照合確認を行うとともに、定期

監査及び例月現金出納検査の結果を参考とし、また、必要に応じ関係職員の説明を求めるなど慎重に行

った。 

第２ 審査の結果 

審査に付された決算書及び事業報告書等付属書類は、関係法令に従って作成され、その計数は正確

であり、経営成績及び財政状態は適正に表示されていると認めた。 

業務実績、予算の執行状況、経営成績及び財政状態につき審査した結果及び意見は、次に述べるとお

りである。 

なお、消費税及び地方消費税については、業務実績及び予算の執行状況は税込みで、経営成績、財

政状態及びむすびは税抜きで表示した。 
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１ 業務実績  

 (1) 用水供給業務 

令和元年度は、構成団体（１５団体）のうち久山町を除く６市６町１企業団１事務組合に対して水道用水を

供給した。筑後川流域では４月が平年の約７０％、５月が平年の約２５％、６月が平年の４５％と少雨が続い

たが、梅雨入り後の降雨により、流況が回復した。 

令和元年度の年間供給水量は８，８４８万８，４６３ である。１日平均供給水量は２４万１，７７２ で、前

年度の２４万４，０８６ に比べ、２，３１４ （０．９％）減少した。 

令和元年度の施設能力に対する施設利用率（施設能力に対する１日平均供給水量の占める割合）は、

７９．８％で、前年度から０．８％減少し、安定供給水量に対する施設利用率（安定供給水量に対する１日

平均供給水量の占める割合）は９３．７％で、前年度から０．９ポイント減少した。 

主な業務実績は下表のとおりである。 

 

主な業務実績 

対前年度増減 
区分 令和元年度 平成３０年度

  比率（％）

年間供給水量（ ） 88,488,463 89,091,370 △602,907 △0.7

１日平均供給水量( ） （a） 241,772 244,086 △2,314 △0.9

施設能力（ /日）    （b） 302,800 302,800 － －

施設能力に対する 
施設利用率（％） （（a）/（b）） 

79.8 80.6 △0.8 ･･

安定供給水量（ /日） （c） 258,100 258,100 － －

安定供給水量に対する 
施設利用率（％） （（a）/（c）） 

93.7 94.6 △0.9 ･･
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 (2) 主な建設改良事業 

① 既存施設の改良更新 〔設備費〕 

牛頸浄水場については、遠方監視制御装置更新工事や電気設備更新工事等に１０億６，２６９万

円を執行した。 

② 管路の耐震化 〔設備費〕 

送水施設等については、警固断層対策として、主要幹線のうち、警固断層帯南東部を横断又は 

近接する区間を優先して耐震化を進めており、牛頸浄水場内不断水工事（その２）等に５億６，７７０万

円を執行した。また、下原系幹線整備の博多区井相田地区下原系送水管布設工事（その３）等に９億

５，９３８万円を執行した。 

③ 福岡導水施設地震対策 〔国営事業等負担金〕 

福岡導水施設の耐震性を確保し、将来にわたり安定的に水道用水を供給するために必要となる対

策として、事業主体である独立行政法人水資源機構へ負担金４億９４２万円を執行した。 
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２ 予算の執行状況 

 (1) 収益的収入及び支出 

収益的収入（水道用水供給事業収益）は、予算額１２５億２，６３４万円に対し、決算額１２５億３，７５８万

円で、執行率は１００．１％となっている。決算額の内訳は、営業収益１１２億３，１７７万円、営業外収益  

１２億６，０９６万円であり、営業収益のほとんどは用水供給料金（１１２億２，６０９万円）である。 

一方、収益的支出（水道用水供給事業費用）は、予算額１１１億２，０４６万円に対し、決算額は１０７億

８，７９３万円で、執行率は９７．０％となっており、３億３，２５３万円の不用額が生じている。不用額の主なも

のは、動力費や修繕費の減等による営業費用３億１，３２６万円である。決算額の主なものは、減価償却費

４７億７，０６１万円、原水及び浄水費４４億９，５５８万円となっている。 

予算の補正状況について見ると、収益的収入では、五ケ山ダムに係る使用料金及び減免相当額等の

減により１億８，７５３万円の減額補正となっている。また、収益的支出では、五ケ山ダムに係る管理負担金

等の減及び消費税の増等により、差し引き２億３，３０８万円の減額補正となっている。 

なお、地方公営企業法第２６条第２項ただし書きの規定による翌年度への繰り越しは、令和元年度は該

当がなかった。 

収益的収入及び支出の予算決算対照表 （税込） 

 収  入     （単位：千円、％）

予算額 
区  分 

当初 補正 最終 
決算額 

最終予算額に

対する決算額

の増減 
執行率

水道用水供給事業収益 12,713,868 △187,525 12,526,343 12,537,577 11,234 100.1

 営業収益 11,370,848 △139,445 11,231,403 11,231,772 369 100.0

 営業外収益 1,298,410 △48,080 1,250,330 1,260,955 10,625 100.8

 特別利益 44,610 － 44,610 44,850 240 100.5

 支  出     （単位：千円、％）

予算額 
区  分 

当初 補正 流用増減 最終 
決算額 

翌年度

繰越額
不用額 執行率

水道用水供給事業費用 11,353,543 △233,084 － 11,120,459 10,787,925 － 332,534 97.0

 営業費用 10,780,952 △275,119 △75,330 10,430,503 10,117,245 － 313,258 97.0

 営業外費用 475,822 42,035 75,330 593,187 593,186 － 1 100.0

 特別損失 91,769 － － 91,769 77,494 － 14,275 84.4

 予備費 5,000 － － 5,000 － － 5,000 －
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 (2) 資本的収入及び支出 

資本的収入は、予算額１３億６，９８６万円に対し、決算額１３億８，５２４万円で、執行率は１０１．１％で

ある。決算額の内訳は、国庫補助金４億４８６万円、出資金９億１，１１４万円、その他の資本的収入   

６，９２５万円となっている。 

資本的支出は、予算額７５億７，８５９万円に対し、決算額７２億２，２６５万円で、執行率は９５．３％とな

っており、２億４，１８５万円の不用額が生じている。不用額の主なものは、既存施設の改良・更新や管路

整備等に要する経費である設備費１億８，０８９万円である。地方公営企業法第２６条第１項の規定によ

り、設備費１億１，４０９万円が翌年度に繰り越されているが、管路整備等事業が関係者との協議に日数

を要したこと等により、年度内に完了しなかったことによるものである。 

決算額の主なものは、設備費２８億１，０５７万円、企業債等の償還金３９億５，４８９万円である。 

なお、資本的収入額が資本的支出額に対し５８億３，７４２万円不足しているが、これは、消費税資本

的収支調整額３億５，９１４万円、減債積立金取崩額１６億４，４０４万円及び損益勘定留保資金３８億   

３，４２５万円で全額補てんされている。 

予算の補正状況を見ると、資本的収入において、国庫補助金が管路整備事業費の減により１億   

２，３０９万円の減額補正、資本的支出において、設備費が管路整備事業請負工事費の減及び五ケ山ダ

ムに係る管理負担金等の増等により、差し引き７億８，７４２万円の減額補正、建設利息が五ケ山ダムに

係る企業債の支払利息の追加により、２，０４３万円の増額補正となっている。 
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資本的収入及び支出の予算決算対照表 （税込）  

 収  入  （単位：千円、％）

予算額 

区  分 
当初 補正 

前年度 

繰越額 最終 
決算額 

最終予算額に

対する決算額

の増減 
執行率

翌年度

繰越額

資本的収入 1,492,952 △123,091 － 1,369,861 1,385,235 15,374 101.1 －

 国庫補助金 527,946 △123,091 － 404,855 404,855 － 100.0 －

 出資金 938,035 － － 938,035 911,135 △26,900 97.1 －

 
その他の 

資本的収入 
26,971 － － 26,971 69,245 42,274 256.7 －

 

 

 支  出     （単位：千円、％）

予算額 

区  分 
当初 補正 

前年度

繰越額
最終 

決算額 
翌年度 

繰越額 
不用額 執行率

資本的支出 8,198,860 △766,987 146,719 7,578,592 7,222,653 114,091 241,848 95.3

 設備費 3,746,247 △787,420 146,719 3,105,546 2,810,566 114,091 180,889 90.5

 
国営事業等 

負担金 
465,365 － － 465,365 409,420 － 55,945 88.0

 償還金 3,954,901 － － 3,954,901 3,954,889 － 12 100.0

 
国庫補助金 

返還金 
27,347 － － 27,347 27,346 － 1 100.0

 建設利息 － 20,433 － 20,433 20,433 － 0 100.0

 予備費 5,000 － － 5,000 － － 5,000 －

資本的収支 

不足額 
6,705,908 △643,896 146,719 6,208,731 5,837,418
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３ 経営成績  

 (1) 経常収支 

令和元年度の総収益は１１６億５９２万円であり、これに対する総費用は１０２億１，５４１万円で、差し引き

１３億９，０５２万円の純利益を生じている。これに前年度繰越利益剰余金５億円を加え、更に減債積立金取

崩額であるその他未処分利益剰余金変動額１６億４，４０４万円を加えた３５億３，４５５万円が、当年度未処

分利益剰余金となっている。 

総収益は前年度から０．２％、２，０９６万円増加している。これは、営業外収益が２，２３２万円減少する一

方で、営業収益６８２万円及び特別利益３，６４６万円の増加によるものである。 

総費用は前年度に比べ２．８％、２億７，４４８万円増加している。これは、営業外費用７，９４９万円の減少

がある一方で、営業費用２億８，９８４万円及び特別損失６，４１３万円の増加によるものである。 

総収益の総費用に占める割合を示す総収益対総費用比率は１１３．６％で、前年度の１１６．５％から２．９

ポイント低下している。 

営業収支では、営業利益（営業収益－営業費用）が５億７，０４１万円であり、前年度の営業利益８億  

５，３４２万円から２億８，３０２万円の減少となっている。これは、営業収益６８２万円の増加がある一方で、営

業費用が原水及び浄水費２億４，６７７万円の増加などにより、２億８，９８４万円増加したことによるものであ

る。このため、営業収益の営業費用に占める割合を示す営業収支比率は１０５．９％となり、前年度の    

１０９．０％から３．１ポイント低下している。 

 (2) 収益、費用の構成比率 

収益、費用の構成比率の主なものについて見てみると、収益では給水収益が８８．８％で前年度から０．１

ポイント低下、長期前受金戻入が８．６％で前年度と変わっていない。費用では原水及び浄水費が４０．７％

で前年度から１．４ポイント上昇、減価償却費が４６．７％で前年度から１．５ポイント低下、支払利息が   

４．０％で前年度から０．９ポイント低下している。 
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比較損益計算書 （税抜） 

      （単位：千円、％）

令和元年度 平成３０年度 

対前年度増減 区分 
金 額 構成比

金額 比率 
金 額 構成比

総収益 11,605,922 100.0 20,959 0.2 11,584,963 100.0

 営業収益 10,307,430 88.8 6,823 0.1 10,300,606 88.9

  給水収益 10,301,828 88.8 1,981 0.0 10,299,847 88.9

  その他の営業収益 5,602 0.0 4,842 637.3 760 0.0

 営業外収益 1,254,432 10.8 △22,319 △1.7 1,276,751 11.0

  県補助金 73,720 0.6 △6,279 △7.8 79,999 0.7

  受取利息 12,849 0.1 186 1.5 12,664 0.1

  受託収益 71,416 0.6 △1,988 △2.7 73,404 0.6

  構成団体補助金 97,468 0.8 △17,013 △14.9 114,481 1.0

  長期前受金戻入 995,289 8.6 3,326 0.3 991,962 8.6

  雑収益 3,690 0.0 △551 △13.0 4,241 0.0

 特別利益 44,060 0.4 36,455 479.3 7,605 0.1

  その他特別利益 44,060 0.4 36,455 479.3 7,605 0.1

総費用 10,215,405 100.0 274,478 2.8 9,940,927 100.0

 営業費用 9,737,023 95.3 289,840 3.1 9,447,183 95.0

  原水及び浄水費 4,154,251 40.7 246,770 6.3 3,907,481 39.3

  送水費 437,560 4.3 27,353 6.7 410,207 4.1

  総係費 285,624 2.8 △272 △0.1 285,896 2.9

  議会費 12,445 0.1 △1,399 △10.1 13,843 0.1

  監査費 1,916 0.0 △201 △9.5 2,117 0.0

  減価償却費 4,770,615 46.7 △17,729 △0.4 4,788,344 48.2

  資産減耗費 74,614 0.7 35,318 89.9 39,296 0.4

 営業外費用 407,345 4.0 △79,487 △16.3 486,833 4.9

  支払利息 406,184 4.0 △79,706 △16.4 485,891 4.9

  雑支出 1,161 0.0 219 23.3 942 0.0

 特別損失 71,037 0.7 64,126 927.8 6,912 0.1

  その他特別損失 71,037 0.7 64,126 927.8 6,912 0.1

当年度純損益 1,390,517  △253,519 △15.4 1,644,036

営業利益(営業収益－営業費用） 570,407  △283,016 △33.2 853,424
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４ 財政状態 

 (1) 資 産 

令和元年度末における資産総額は１，５２５億９，４３２万円で、前年度に比べ１５億６，５９３万円減少し

ている。資産の内訳は、固定資産が１，４０６億７，８７６万円（構成比９２．２％）で、前年度（１，４２５億  

６，２４７万円）に比べ１．3％、１８億８，３７２万円減少している。流動資産は１１９億１，５５６万円（構成比

７．８％）で、前年度（１１５億９，７７７万円）に比べ２．７％、３億１，７７９万円増加している。 

固定資産の内訳は、有形固定資産が前年度（９４１億２，５９１万円）に比べ０．４％、３億３，９０４万円減

少の９３７億８，６８６万円、無形固定資産が前年度（４８４億３，６５７万円）に比べ３．２％、１５億４，４６７万

円減少の４６８億９，１９０万円となっている。 

このうち、有形固定資産の減少については、建設仮勘定が１３億８，９２９万円増加したものの、減価償

却等により、構築物が１５億６，０３９万円、建物が３億６，３０２万円減少したことなどによるものである。 

無形固定資産の減少は、減価償却により、ダム使用権が９億８，１６６万円、施設利用権が５億６，３０１

万円減少したことによるものである。 

流動資産の内訳は、現金預金１０５億８，０６４万円、未収金１３億２，９３７万円などである。前年度（１１５

億９，７７７万円）と比較して２．７％、３億１，７７９万円増加している。未収金の主なものは、令和２年３月分

の用水供給料金８億４，０９３万円、国庫補助金４億４５４万円である。 

 (2) 負債及び資本 

令和元年度末における負債及び資本の総額は１，５２５億９，４３２万円となっている。構成は、負債が

固定負債１５５億９，１２８万円、流動負債６７億８，５１５万円、繰延収益３０８億９，６０５万円、資本が資本

金９３２億２，２２５万円、剰余金６０億９，９６０万円となっている。負債及び資本の総額は前年度に比べ  

１５億６，５９３万円減少している。 

負債のうち、未払金は２８億４，４８０万円で、前年度（２２億９，２９２万円）と比較すると２４．１％、    

５億５，１８８万円増加している。未払金の主なものは、営業費用、原水及び浄水費のうち、委託料として

海水淡水化施設維持管理業務委託９，８４１万円、修繕費として海水淡水化センター膜交換定期修理 

２億６７万円及び高圧ＲＯポンプ外定期修理１億４９０万円、また、設備費、諸設備費のうち請負工事費と

して牛頸浄水場内不断水工事３億２，９７４万円及び牛頸浄水場次亜塩素・硫酸注入機械設備改良更

新工事１億２，０００万円等である。 

財務の指標として、流動比率（流動負債に対する流動資産の割合を示す指標で、支払能力を判断す

るための分析比率）は１７５．６％（前年度１８５．５％）と９．９ポイント低下し、現金預金比率も１５５．９％（前

年度１６４．７％）と、前年度に比べ８．８ポイント低下した。負債比率（自己資本に対する負債の割合を示

す指標で、資本構成の安定性を判断するための分析比率）は、２２．５％と、前年度の２６．５％に比べ 
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４．０ポイント低下している。 

次に、資本について見ると、内訳は資本金が９３２億２，２２５万円（構成比６１．１％）で、剰余金が６０億

９，９６０万円（構成比４．０％）となっている。 

剰余金のうちの資本剰余金は２５億６，５０５万円で前年度と同額であるが、残存の資本剰余金は、減

価償却をしない土地等の分である。なお、当年度未処分利益剰余金は、前年度繰越利益剰余金５億円

に当年度純利益１３億９，０５２万円を加え、更に、その他未処分利益剰余金変動額１６億４，４０４万円を

加えた３５億３，４５５万円となっている。 

以上の結果、令和元年度の自己資本構成比率は６５．１％と前年度の６２．９％に比べ２．２ポイント上

昇している。 
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比較貸借対照表 （税抜） 

        （単位：千円、％）

令和元年度 平成３０年度 

対前年度増減 区分 
金額 構成比

金額 比率 
金額 構成比

資産合計 152,594,320 100.0 △1,565,926 △1.0 154,160,245 100.0

 固定資産 140,678,758 92.2 △1,883,716 △1.3 142,562,474 92.5

  有形固定資産 93,786,863 61.5 △339,044 △0.4 94,125,907 61.1

   土地 6,841,261 4.5 － － 6,841,261 4.4

   建物 9,111,805 6.0 △363,016 △3.8 9,474,821 6.1

   構築物 45,484,148 29.8 △1,560,387 △3.3 47,044,536 30.5

   機械及び装置 11,389,951 7.5 221,267 2.0 11,168,684 7.2

   車両運搬具 482 0.0 － － 482 0.0

   工具器具及び備品 156,545 0.1 △17,781 △10.2 174,326 0.1

   リース資産 48,085 0.0 △8,421 △14.9 56,505 0.0

   建設仮勘定 20,754,586 13.6 1,389,294 7.2 19,365,292 12.6

  無形固定資産 46,891,895 30.7 △1,544,672 △3.2 48,436,567 31.4

   ダム使用権 34,487,827 22.6 △981,659 △2.8 35,469,486 23.0

   施設利用権 12,404,068 8.1 △563,014 △4.3 12,967,081 8.4

 流動資産 11,915,561 7.8 317,790 2.7 11,597,771 7.5

  現金預金 10,580,639 6.9 279,225 2.7 10,301,415 6.7

  未収金 1,329,374 0.9 38,566 3.0 1,290,808 0.8

  保管有価証券 5,400 0.0 － － 5,400 0.0

  前払費用 148 0.0 － － 148 0.0

※有形固定資産の金額は、年度末償却未済高 

 

－11－



 12

 

 

 

令和元年度 平成３０年度 

対前年度増減 区分 
金額 構成比 

金額 比率 
金額 構成比

負債・資本合計 152,594,320 100.0 △1,565,926 △1.0 154,160,245 100.0

負債 53,272,472 34.9 △3,867,577 △6.8 57,140,050 37.1

 固定負債 15,591,276 10.2 △3,850,815 △19.8 19,442,091 12.6

  企業債 11,466,076 7.5 △2,088,508 △15.4 13,554,584 8.8

  国営事業等償還金 4,091,819 2.7 △1,758,065 △30.1 5,849,884 3.8

  リース債務 33,381 0.0 △4,242 △11.3 37,623 0.0

 流動負債 6,785,148 4.4 531,918 8.5 6,253,230 4.1

  企業債 2,088,508 1.4 △1,660 △0.1 2,090,169 1.4

  国営事業等償還金 1,758,066 1.2 △17,860 △1.0 1,775,926 1.2

  リース債務 14,704 0.0 △4,178 △22.1 18,882 0.0

  未払金 2,844,798 1.9 551,878 24.1 2,292,920 1.5

  預り金 25,822 0.0 7,850 43.7 17,972 0.0

  引当金 53,249 0.0 △4,112 △7.2 57,361 0.0

 繰延収益 30,896,049 20.2 △548,680 △1.7 31,444,729 20.4

  長期前受金 23,913,388 15.7 △995,025 △4.0 24,908,413 16.2

   受贈財産評価額 31,034 0.0 △1,159 △3.6 32,193 0.0

   国庫補助金 21,331,489 14.0 △862,555 △3.9 22,194,043 14.4

   県補助金 2,286,526 1.5 △122,751 △5.1 2,409,277 1.6

   その他長期前受金 264,340 0.2 △8,560 △3.1 272,900 0.2

  建設仮勘定長期前受金 6,982,660 4.6 446,344 6.8 6,536,316 4.2

   国庫補助金 6,869,747 4.5 377,245 5.8 6,492,502 4.2

   その他長期前受金 112,914 0.1 69,099 157.7 43,814 0.0

資本 99,321,847 65.1 2,301,652 2.4 97,020,195 62.9

 資本金 93,222,246 61.1 2,077,337 2.3 91,144,909 59.1

  資本金 93,222,246 61.1 2,077,337 2.3 91,144,909 59.1

   出資金 56,310,720 36.9 911,135 1.6 55,399,585 35.9

   組入資本金 36,911,526 24.2 1,166,202 3.3 35,745,324 23.2

 剰余金 6,099,601 4.0 224,314 3.8 5,875,286 3.8

  資本剰余金 2,565,048 1.7 － － 2,565,048 1.7

  利益剰余金 
(当年度未処分利益剰余金) 

3,534,553 2.3 224,314 6.8 3,310,238 2.1

※長期前受金の金額は、年度末収益化未済高
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 (3) 企業債及び国営事業等償還金 

令和元年度の企業債借入額は無く、償還額は企業債が前年度に比べ１．６％、３，３５０万円増の   

２０億９，０１７万円、国営事業等償還金が前年度に比べ０．５％、９０１万円増の１７億７，５９２万円で、合

計３８億６，６０９万円である。その結果、令和元年度末の未償還残高は、前年度に比べ１６．６％、３８億

６，６０９万円減の１９４億４４７万円となっている。 

過去５か年の企業債及び国営事業等償還金の借入額、償還額及び年度末の未償還残高の推移は 

下表のとおりである。企業債の新規借り入れの抑制並びに繰上償還等を積極的に実施した結果、令和

元年度末の未償還残高（１９４億４４７万円）は、平成２７年度末の残高３３０億６，８０９万円に比べ、    

４１．３％、１３６億６，３６２万円減少している。 

 

企業債、国営事業等償還金の推移（単位：千円）

2,000,000

4,000,000

6,000,000

（借入額、償還額）

20,000,000

40,000,000

60,000,000

80,000,000

（企業債等残高）

借入額  1,052,000  1,067,000      70,000              -              -

償還額  3,572,065  3,422,179  3,688,759  3,823,589  3,866,093

企業債等残高 33,068,091 30,712,911 27,094,152 23,270,563 19,404,469

２７年度 ２８年度 ２９年度 ３０年度 元年度

 

 

〔税抜〕

－13－



 14

５ む す び 

以上が令和元年度の決算概要である。 

令和元年度の経営収支について、主な業務実績（２ページ）及び比較損益計算書（８ページ）により前年

度と比較すると、営業収益については、給水収益は前年度並みとなっているが、その他の営業収益の増に

より、６８２万円増加している。営業外収益は、構成団体補助金の減などにより、２，２３２万円減少しており、

特別利益は３，６４６万円増加している。よって、令和元年度の総収益は２，０９６万円、対前年度比０．２％の

増加となっている。 

一方、費用については、営業費用では、原水及び浄水費の渇水による動力費の増などにより２億８，９８４

万円、対前年度比３．１％の増、営業外費用が、企業債及び国営事業等償還金の償還が進んだことによる

支払利息の減などにより７，９４９万円の減少となっている。また、特別損失が６，４１３万円増加となっているこ

とから、令和元年度の総費用は２億７，４４８万円、対前年度比２．８％の増加となっている。 

これらの結果、総収益は１１６億５９２万円、これに対する総費用は１０２億１，５４１万円となり、令和元年度

決算において純利益１３億９，０５２万円を生じている。これに前年度繰越利益剰余金５億円を加え、更に、

その他未処分利益剰余金変動額１６億４，４０４万円を加えた３５億３，４５５万円が、当年度未処分利益剰余

金となっている。 

財政収支計画（令和元年度～令和４年度）では、令和元年度に純利益９億９５４万円を見込んでいたとこ

ろ、令和元年度決算では４億８，０９８万円増加し、前記のように、１３億９，０５２万円の純利益を生じている。

収支の増加の理由は、支出の減である。計画上の収益的収入予定額１１７億７，００９万円に対し、収入実績

は１１６億５９２万円と１億６，４１６万円の減少となった。収入減となった主な理由は、用水供給料金につい

て、五ケ山ダムが供用開始に至らなかったこと等によるものである。また、収益的支出予定額１０８億６，０５５

万円に対し、支出実績は１０２億１，５４１万円（６億４，５１４万円、５．９％減）となった。支出減となった主な理

由は、海水淡水化センターの生産水量減等に伴う動力費の減などによるものである。 

企業団では、昭和４８年の設立以来、福岡都市圏に水道用水を安定供給するため、管路等の施設整備と

水源開発を進めてきた。企業団最後の水源開発である五ケ山ダムは、平成２９年度に竣工し、令和２年７月

３０日より放流水の活用による用水供給を開始しており、ダム運用開始まで引き続きその進捗状況を注視し

ていく必要がある。 

また、企業団の設立から４７年、用水供給開始から３６年が経過し、施設の老朽化が進んでいると同時に、

企業団の送水エリアには警固断層帯などの活断層が存在しており、管路の耐震化対策をより一層推進して

いく必要がある。 

企業団では、平成２５年度に管路整備計画を策定しており、この計画に基づき、既存施設の改良・更新、

バックアップ機能の強化を着実に進めていく必要がある。また、供用開始後３６年を経過している福岡導水
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施設については、筑後川から福岡都市圏へ水を運ぶ重要な施設であり、大規模地震に備え、耐震化を進

めていく必要がある。 

一方、企業団の財政状況については、平成３０年度に見直した長期財政収支見通し２０１８（令和１９年度

までの１９年間）によると、健全な状態の維持が見込まれているが、今後、老朽化が進んでいく施設の更新な

どの事業に多額の支出が見込まれる。 

このため、今後の事業運営に当たっては、計画的・効率的な事業実施に努め、経営の安定化を図り、持

続可能な用水供給事業の実現に向けての更なる企業努力を行われたい。 

水道は安心で快適な生活に必要不可欠な施設であり、水は有限で貴重な資源である。当企業団が供給

する水道用水は、福岡都市圏約２５０万人の需要の約４割を占めるに至っている。企業団は、構成団体へ安

全で良質な水道用水を安定的かつ安価に供給するという重大な責務を担っており、構成団体の信頼に十

分に応えなくてはならない。 

福岡都市圏の給水人口は、全国的な人口減少の趨勢に関わらず、当面増加の見込みであり、また、近年

の気象状況の不安定さによって少雨、多雨の二極化の傾向が強まっている。このため、水道用水供給の更

なる安定を図るとともに、常に渇水及び豪雨に備える必要がある。よって、筑後川の流況の安定化に向けて

小石原川ダムの早期供用開始や筑後川水系ダム群連携事業の事業計画の早期策定についても、今後、

国、県、流域自治体等関係機関との連携を密にし、事業の促進に積極的に努力されたい。 

以上のとおり要望して、令和元年度決算審査の意見とするものである。 
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令 和 元 年 度 福 岡 地 区 水 道 企 業 団 

水道用水供給事業会計経営健全化審査意見書 

 

１ 審査の対象 

令和元年度福岡地区水道企業団水道用水供給事業会計資金不足比率 

２ 審査の方法 

この経営健全化審査は、企業長から提出された資金不足比率及びその算定の基礎となる事項を記載

した書類が適正に作成されているかを主眼として実施した。 

３ 審査の結果 

 (1) 総合意見 

審査に付された資金不足比率及び算定の基礎となる事項を記載した書類は、いずれも適正に作成

されているものと認められる。 

比  率  名 令和元年度 経営健全化基準 

資金不足比率 － ２０％ 

（注）資金不足が発生していない場合は「－」で表記 

 (2) 個別意見 

資金不足比率の算定の基礎は、流動負債から流動資産を控除した額がプラスになったことにより 

判断するものであり、令和元年度決算においては、流動負債６，７８５，１４７，５１６円から流動資産   

１１，９１５，５６１，３４１円を差し引いた額は０円（マイナスの場合は０）となっており、資金不足は生じて

いない。 

 (3) 是正改善を要する事項 

特に指摘すべき事項はない。 
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審 査 資 料 





　１　業　務　実　績　表

項　　　目 単　位 令和元年度 平成３０年度 備　　　　考

88,488,463 89,091,370

88,488,463 89,091,370

 　年 間 総 有 収 水 量
100 100                                    × 100

 　年 間 総 供 給 水 量

241,772 244,086

241,772 244,086

   １ 日 平 均 供 給 水 量

79.85 80.61 　                                     × 100

   １日供給能力（施設能力）

   １ 日 平 均 供 給 水 量
93.67 94.57                                      　　　　× 100

   １日供給能力（安定供給水量）

   １ 日 最 大 供 給 水 量
85.24 85.24                                       　　× 100

   １日供給能力（施設能力）

   年 間 総 供 給 水 量
9.44 9.47                                     　　　　　　×10,000

　 有形固定資産(建設仮勘定含む)

   年 間 総 供 給 水 量
564.12 567.97

   送  水  管  延  長

69 69 　機構定数（企業長含まない）

69 69

   年 間 総 有 収 水 量
1,282,441 1,291,179

   損 益 勘 定 職 員 数

  営   業   収   益　（税抜）

149,383 149,284
   損 益 勘 定 職 員 数

   有 形 固 定 資 産
1,359,230 1,364,144

   職    員    数

  給   水   収   益　（税抜）

116.42 115.61
   年 間 総 有 収 水 量

 経常費用-受託工事費等-長期前受金戻入
103.39 100.37 　　（税抜）　　　　　　（税抜）　　　　　　　　　（税抜）

   　　　　　　　年 間 総 有 収 水 量

 上記から「建設改良事業に従事する
 職員」を除いた職員数

職　員
１　人
当たり

　供給水量  

　営業収益 千円

　有形固定資産 千円

人

　供　　給　　単　　価 円／ 

　給　　水　　原　　価 円／ 

　送水管使用効率   ／ｍ

 職員数

　総　　　数 人

 上記の内
 損益勘定職員

　最　大　稼　働　率 ％

　固定資産使用効率   ／万円

　１日平均有収水量  

　安定供給水量に対する
　施設利用率

％

　施設能力に対する
　施　設　利　用　率

％

　有　　　収　　　率 ％

　１日平均供給水量  

　年間総供給水量  

　年間総有収水量  
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２　予　算　決　算　対　照　表 
　　（１）　収　益　的　収　支

収　入

年度 科　　目 予　算　額 構　成 決　算　額 構　成 差　　引

Ａ 比　率 Ｂ 比　率 Ｂ－Ａ

　 12,526,343,000 100.0 12,537,577,133 100.0 11,234,133

 (1) 営業収益 　 11,231,403,000 89.7 11,231,772,052 89.6 369,052

元  (2) 営業外収益 　 1,250,330,000 10.0 1,260,954,882 10.1 10,624,882

 (3) 特別利益 44,610,000 0.4 44,850,199 0.4 240,199

　 12,411,644,000 100.0 12,415,546,070 100.0 3,902,070

 (1) 営業収益 　 11,123,582,000 89.6 11,124,654,922 89.6 1,072,922

30  (2) 営業外収益 　 1,280,014,000 10.3 1,282,848,593 10.3 2,834,593

 (3) 特別利益 8,048,000 0.1 8,042,555 0.1 △ 5,445

　 114,699,000 　 122,031,063

 (1) 営業収益 　 107,821,000 　 107,117,130

差引  (2) 営業外収益 　 △ 29,684,000 　 △ 21,893,711

 (3) 特別利益 36,562,000 36,807,644

(注)　１　消費税及び地方消費税を含む。

(注)　２　構成比率は単位未満を四捨五入しているため、合計と内訳の計は一致しない場合がある。

 １　水道用水供給事業収益

 １　水道用水供給事業収益

 １　水道用水供給事業収益
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支　出 (単位：円、％)

年度 科　　目 予　算　額 構　成 決　算　額 構　成 差　　引

Ａ 比　率 Ｂ 比　率 Ａ－Ｂ

　 11,120,459,000 100.0 10,787,925,244 100.0 332,533,756

 (1) 営業費用 　 10,430,503,000 93.8 10,117,245,125 93.8 313,257,875

元  (2) 営業外費用 　 593,187,000 5.3 593,186,197 5.5 803

 (3) 特別損失 　 91,769,000 0.8 77,493,922 0.7 14,275,078

 (4) 予備費 　 5,000,000 0.0 － 　 － 5,000,000

　 10,876,464,000 100.0 10,532,822,596 100.0 343,641,404

 (1) 営業費用 　 10,094,203,000 92.8 9,756,180,048 92.6 338,022,952

30  (2) 営業外費用 　 770,033,000 7.1 769,414,548 7.3 618,452

 (3) 特別損失 　 7,228,000 0.1 7,228,000 0.1

 (4) 予備費 　 5,000,000 0.0 － 　 － 5,000,000

　 243,995,000 　 255,102,648

 (1) 営業費用 　 336,300,000 　 361,065,077

差引  (2) 営業外費用 　 △ 176,846,000 　 △ 176,228,351 　

 (3) 特別損失 　 84,541,000 　 70,265,922 　

 (4) 予備費 　 － 　 － 　

－

 １　水道用水供給事業費用

 １　水道用水供給事業費用

 １　水道用水供給事業費用
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　　(２)　資　本　的　収　支 

収　入

年度 科　　目 予　算　額 構　成 決　算　額 構　成 差　　引

Ａ 比　率 Ｂ 比　率 Ｂ－Ａ

　 1,369,861,000 　 100.0 　 1,385,235,341 　 100.0 15,374,341

 (1) 国庫補助金 　 404,855,000 29.6 　 404,855,000 29.2 －

 (2) 出資金 938,035,000 68.5 911,135,000 65.8 △ 26,900,000

 (3) その他の資本的収入 　 26,971,000 2.0 　 69,245,341 5.0 42,274,341

　 1,277,655,000 100.0 　 1,270,071,939 　 100.0 △ 7,583,061

 (1) 国庫補助金 　 553,217,000 43.3 　 553,217,000 43.6 －

 (2) 出資金 701,055,000 54.9 698,842,000 55.0 △ 2,213,000

 (3) その他の資本的収入 　 23,383,000 1.8 　 18,012,939 1.4 △ 5,370,061

　 92,206,000 　 115,163,402 　

 (1) 国庫補助金 　 △ 148,362,000 　 △ 148,362,000

 (2) 出資金 　 236,980,000 　 212,293,000 　

 (3) その他の資本的収入 　 3,588,000 　 51,232,402

　 　

　

　 　 　 　

　（注） １　消費税及び地方消費税を含む。

　（注） ２　構成比率は単位未満を四捨五入しているため、合計と内訳の計は一致しない場合がある。

　（注） ３　令和元年度決算において、資本的収入額が資本的支出額に対して不足する額 5,837,418,003円は、

　消費税資本的収支調整額 359,135,111円、減債積立金取崩額 1,644,035,951円及び損益勘定留保資金

　3,834,246,941円で補てんされている。　

差引

 １　資本的収入

元

 １　資本的収入

30

 １　資本的収入

－20－



支　出 (単位：円、％)

年度 科　　目 予　算　額 構　成 決　算　額 構　成 差　　引

Ａ 比　率 Ｂ 比　率 Ａ－Ｂ

　 7,578,592,000 　 100.0 7,222,653,344 　 100.0 　 355,938,656

 (1) 設備費 　 3,105,546,000 　 41.0 2,810,565,719 　 38.9 　 294,980,281

 (2) 国営事業等負担金 　 465,365,000 6.1 409,419,604 5.7 　 55,945,396

 (3) 償還金 　 3,954,901,000 52.2 3,954,889,403 54.8 　 11,597

 (4) 国庫補助金返還金 　 27,347,000 　 0.4 27,346,088 　 0.4 　 912

 (5) 建設利息 　 20,433,000 　 0.3 20,432,530 0.3 470

 (6) 予備費 5,000,000 0.1 － － 　 5,000,000

　

　 6,802,176,000 　 100.0 　 6,553,501,484 　 100.0 　 248,674,516

 (1) 設備費 　 2,834,428,000 　 41.7 　 2,590,864,574 　 39.5 　 243,563,426

 (2) 国営事業等負担金 　 20,000,000 　 0.3 　 19,946,000 　 0.3 　 54,000

 (3) 償還金 　 3,911,947,000 　 57.5 　 3,911,935,285 　 59.7 　 11,715

 (4) 国庫補助金返還金 　 8,778,000 　 0.1 　 8,733,464 　 0.1 　 44,536

 (5) 建設利息 　 22,023,000 　 0.3 　 22,022,161 0.3 839

 (6) 予備費 5,000,000 0.1 － － 　 5,000,000

　

776,416,000 669,151,860

 (1) 設備費 271,118,000 219,701,145

 (2) 国営事業等負担金 445,365,000 389,473,604

 (3) 償還金 42,954,000 42,954,118

 (4) 国庫補助金返還金 18,569,000 18,612,624

 (5) 建設利息 △ 1,590,000 △ 1,589,631

 (6) 予備費 － －

差引

 １　資本的支出

 １　資本的支出

元

 １　資本的支出

30
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借 　方

元 年 度 30　　　年　　　度

科　　　目 対 前 年 度 増 減

金　　　額 比　率

１ 営　 業　 費　 用 9,737,022,746 95.3 　 289,839,985 　 3.1 9,447,182,761 95.0

　 　

 (1) 原水及び浄水費 4,154,250,577 40.7 　 246,769,611 　 6.3 3,907,480,966 39.3

 (2) 送水費 437,560,005 4.3 　 27,353,266 　 6.7 410,206,739 4.1

 (3) 総係費 285,623,693 2.8 △ 271,983 △ 0.1 285,895,676 2.9

 (4) 議会費 12,444,569 0.1 △ 1,398,721 △ 10.1 13,843,290 0.1

 (5) 監査費 1,915,541 0.0 △ 201,011 △ 9.5 2,116,552 0.0

 (6) 減価償却費 4,770,614,788 46.7 △ 17,728,950 △ 0.4 4,788,343,738 48.2

 (7) 資産減耗費 74,613,573 0.7 　 35,317,773 　 89.9 39,295,800 0.4

　 　

２ 営　業　外　費　用 407,345,379 4.0 △ 79,487,199 △ 16.3 486,832,578 4.9

　 　

 (1) 支払利息 406,184,297 4.0 △ 79,706,316 △ 16.4 485,890,613 4.9

 (2) 雑 支 出 1,161,082 0.0 　 219,117 　 23.3 941,965 0.0

３ 特 別 損 失 71,037,322 0.7 　 64,125,692 △ 927.8 6,911,630 0.1

 (1) その他特別損失 71,037,322 0.7 　 64,125,692 △ 927.8 6,911,630 0.1

　 　

計　　 10,215,405,447 100.0 　 274,478,478 　 2.8 9,940,926,969 100.0

　

　当 年 度 純 損 益 1,390,516,778 ･･ △ 253,519,173 △ 15.4 1,644,035,951 ･･

　 　

合　　　計　　 11,605,922,225 ･･ 　 20,959,305 　 0.2 11,584,962,920 ･･

(注) １　消費税及び地方消費税を含まない。

(注) ２　構成比率は単位未満を四捨五入しているため、合計と内訳の計は一致しない場合がある。

３ 比 較 損 益 計 算 書

金　　　額 金　　　額
構　成
比　率

構　成
比　率
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　(単位：円、％)

貸 　方

元 年 度 30　　　年　　　度

科　　目 対 前 年 度 増 減

金　　　額 比　率

１ 営　 業　 収　 益 10,307,429,988 88.8 　 6,823,489 　 0.1 10,300,606,499 88.9

　 　

 (1) 給水収益 10,301,827,787 88.8 　 1,981,123 　 0.0 10,299,846,664 88.9

 (2) その他の営業収益 5,602,201 0.0 　 4,842,366 　 637.3 759,835 0.0

　

２ 営　業　外　収　益 1,254,432,274 10.8 △ 22,318,744 △ 1.7 1,276,751,018 11.0

　

 (1) 県補助金 73,720,000 0.6 △ 6,279,000 △ 7.8 79,999,000 0.7

 (2) 受取利息 12,849,386 0.1 　 185,653 　 1.5 12,663,733 0.1

 (3) 受託収益 71,415,919 0.6 △ 1,987,765 △ 2.7 73,403,684 0.6

 (4) 構成団体補助金 97,468,000 0.8 △ 17,013,000 △ 14.9 114,481,000 1.0

 (5) 長期前受金戻入 995,288,639 8.6 　 3,326,253 　 0.3 991,962,386 8.6

 (6) 雑収益 3,690,330 0.0 △ 550,885 △ 13.0 4,241,215 0.0

　 　

3 特別利益 44,059,963 0.4 　 36,454,560 479.3 7,605,403 0.1

 (1) その他特別利益 44,059,963 0.4 　 36,454,560 479.3 7,605,403 0.1

　 　

計　　 11,605,922,225 100.0 　 20,959,305 　 0.2 11,584,962,920 100.0

　

　 　

合　　　計　　 11,605,922,225 ･･ 　 20,959,305 　 0.2 11,584,962,920 ･･

構　成
比　率

構　成
比　率

金　　　額金　　　額
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４　比 較 貸 借 対 照 表

借 　方

構　成 対 前 年 度 増 減 構　成

比　率 金　　　額 比　率 比　率

１ 固 定 資 産 140,678,758,240 92.2 △ 1,883,716,064 △ 1.3 142,562,474,304 92.5

  (1) 有 形 固 定 資 産 93,786,863,471 61.5 △ 339,043,623 △ 0.4 94,125,907,094 61.1

　 ｲ 土 地 6,841,261,176 4.5 － － 6,841,261,176 4.4

　 ﾛ 建 物 18,738,078,378 10,779,329 0.1 18,727,299,049

減価償却累計額 △ 9,626,273,864 6.0 △ 373,795,434 4.0 △ 9,252,478,430 6.1

　 ﾊ 構 築 物 86,218,512,494 30,922,137 0.0 86,187,590,357

減価償却累計額 △ 40,734,364,021 29.8 △ 1,591,309,296 4.1 △ 39,143,054,725 30.5

　 ﾆ 機 械 及 び 装 置 35,175,114,278 411,739,387 1.2 34,763,374,891

減価償却累計額 △ 23,785,163,230 7.5 △ 190,472,089 0.8 △ 23,594,691,141 7.2

　 ﾎ 車 両 運 搬 具 9,649,656 － － 9,649,656

減価償却累計額 △ 9,167,174 0.0 － － △ 9,167,174 0.0

　 ﾍ 工具器具及び備品 972,265,993 △ 12,423,234 △ 1.3 984,689,227

減価償却累計額 △ 815,720,981 0.1 △ 5,357,514 0.7 △ 810,363,467 0.1

 ﾄ リ ー ス 資 産 115,932,960 10,006,800 9.4 105,926,160

減価償却累計額 △ 67,848,260 0.0 △ 18,427,364 37.3 △ 49,420,896 0.0

 ﾁ 建 設 仮 勘 定 20,754,586,066 13.6 1,389,293,655 7.2 19,365,292,411 12.6

  (2) 無 形 固 定 資 産 46,891,894,769 30.7 △ 1,544,672,441 △ 3.2 48,436,567,210 31.4

　 ｲ ダ ム 使 用 権 34,487,827,242 22.6 △ 981,658,855 △ 2.8 35,469,486,097 23.0

　 ﾛ 施 設 利 用 権 12,404,067,527 8.1 △ 563,013,586 △ 4.3 12,967,081,113 8.4

２ 流 動 資 産 11,915,561,341 7.8 317,790,389 2.7 11,597,770,952 7.5

  (1) 現 金 預 金 10,580,639,277 6.9 279,224,527 2.7 10,301,414,750 6.7

  (2) 未 収 金 1,329,374,034 0.9 38,565,862 3.0 1,290,808,172 0.8

  (3) 保 管 有 価 証 券 5,400,000 0.0 － － 5,400,000 0.0

  (4) 前 払 費 用 148,030 0.0 － － 148,030 0.0

152,594,319,581 100.0 △ 1,565,925,675 △ 1.0 154,160,245,256 100.0

(注) １　消費税及び地方消費税を含まない。

(注) ２　構成比率は四捨五入しているため計の欄と一致しない。

金　　　額

合　　　計

科　　　目

元　　　　年　　　　度 30　　　　年　　　　度

金　　　額
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( 単位：円、％ )

貸 　方

構　成 対 前 年 度 増 減 構　成

比　率 金　　　額 比　率 比　率

１ 固 定 負 債 15,591,276,285 10.2 △ 3,850,814,785 △ 19.8 19,442,091,070 12.6

  (1) 企 業 債 11,466,076,453 7.5 △ 2,088,508,035 △ 15.4 13,554,584,488 8.8

  (2) 国営事業等償還金 4,091,818,932 2.7 △ 1,758,064,650 △ 30.1 5,849,883,582 3.8

  (3) リ ー ス 債 務 33,380,900 0.0 △ 4,242,100 △ 11.3 37,623,000 0.0

２ 流 動 負 債 6,785,147,516 4.4 531,917,830 8.5 6,253,229,686 4.1

  (1) 企 業 債 2,088,508,035 1.4 △ 1,660,487 △ 0.1 2,090,168,522 1.4

  (2) 国営事業等償還金 1,758,066,000 1.2 △ 17,860,000 △ 1.0 1,775,926,000 1.2

  (3) リ ー ス 債 務 14,703,800 0.0 △ 4,178,464 △ 22.1 18,882,264 0.0

  (4) 未 払 金 2,844,798,217 1.9 551,878,492 24.1 2,292,919,725 1.5

  (5) 預 り 金 25,822,464 0.0 7,850,289 43.7 17,972,175 0.0

  (6) 引 当 金 53,249,000 0.0 △ 4,112,000 △ 7.2 57,361,000 0.0

３ 繰 延 収 益 30,896,048,583 20.2 △ 548,680,498 △ 1.7 31,444,729,081 20.4

  (1) 長 期 前 受 金 23,913,388,376 15.7 △ 995,024,543 △ 4.0 24,908,412,919 16.2

　 ｲ 受贈財産評価額 67,065,504 △ 254,200 △ 0.4 67,319,704

収 益 化 累 計 額 △ 36,031,676 0.0 △ 904,902 2.6 △ 35,126,774 0.0

 ﾛ 国 庫 補 助 金 39,341,679,437 △ 280,655,250 △ 0.7 39,622,334,687

収 益 化 累 計 額 △ 18,010,190,635 14.0 △ 581,899,290 3.3 △ 17,428,291,345 14.4

　 ﾊ 県 補 助 金 13,034,772,143 △ 6,186,421 △ 0.0 13,040,958,564

収 益 化 累 計 額 △ 10,748,246,245 1.5 △ 116,564,351 1.1 △ 10,631,681,894 1.6

　 ﾆ その他長期前受金 420,290,589 △ 750,741 △ 0.2 421,041,330

収 益 化 累 計 額 △ 155,950,741 0.2 △ 7,809,388 5.3 △ 148,141,353 0.2

  (2) 建設仮勘定長期前受金 6,982,660,207 4.6 　 446,344,045 　 6.8 6,536,316,162 4.2

   ｲ 国 庫 補 助 金 6,869,746,506 4.5 377,244,816 5.8 6,492,501,690 4.2

   ﾛ その他長期前受金 112,913,701 0.1 　 69,099,229 157.7 43,814,472 0.0

４ 資 本 金 93,222,246,396 61.1 2,077,337,310 2.3 91,144,909,086 59.1

  (1) 資 本 金 93,222,246,396 61.1 2,077,337,310 2.3 91,144,909,086 59.1

   ｲ 出 資 金 56,310,720,000 36.9 911,135,000 1.6 55,399,585,000 35.9

　 ﾛ 組 入 資 本 金 36,911,526,396 24.2 　 1,166,202,310 　 3.3 35,745,324,086 23.2

５ 剰 余 金 6,099,600,801 4.0 224,314,468 3.8 5,875,286,333 3.8

  (1) 資 本 剰 余 金 2,565,048,072 1.7 － － 2,565,048,072 1.7

　 ｲ 受贈財産評価額 3,020,228 0.0 － － 3,020,228 0.0

　 ﾛ 国 庫 補 助 金 2,010,623,339 1.3 － － 2,010,623,339 1.3

   ﾊ 県 補 助 金 66,141,266 0.0 － － 66,141,266 0.0

　 ﾆ その他資本剰余金 485,263,239 0.3 　 － 　 － 485,263,239 0.3

  (2) 利 益 剰 余 金 3,534,552,729 2.3 224,314,468 6.8 3,310,238,261 2.1

　 ｲ 3,534,552,729 2.3 　 224,314,468 　 6.8 3,310,238,261 2.1

合　　　計 152,594,319,581 100.0 △ 1,565,925,675 △ 1.0 154,160,245,256 100.0

金　　　額

30　　　　年　　　　度

 当年度未処分利益剰余金

元　　　　年　　　　度

科　　　目
金　　　額
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 ５  経　営　分　析　表

元 年 度 ３０ 年 度

　　　　　　　　　　純　　利　　益
　　　　　　　　　　　　　　　 　　　　　　　　　　　× 100

収 　　平均総資本（資本・負債合計の２年平均）

　　　　　　　　　　　純　　利　　益
　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　　　　　　　　　　× 100

益   　平均自己資本（（資本金＋剰余金）の２年平均）

　　総　　収　　益
　　　　　　　　　　　　　　× 100

率 　　総　　費　　用

　　営業収益　-  受託工事収益
（％） 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  × 100

　　営業費用  -  受託工事費用 

　　純　　利　　益
　　　　　　　　　　　　　　× 100

　 　　総　　収　　益

　  　固 定 負 債
　　　　　　　　　　　　　　× 100

　  負債・資本合計

　  　流 動 負 債
　　　　　　　　　　　　　　× 100

財 　  負債・資本合計

　  自己資本（資本金＋剰余金）
　　　　　　　　　　　　　　　 　　　　　　× 100

務 　   　　　負債・資本合計

　  　　　　　　　固　　定　　資　　産
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 × 100

比 　  長期資本（固定負債＋資本金＋剰余金）

  　流　　動　　資　　産
　　　　　　　　　　　　　　　 × 100

率   　流　　動　　負　　債

  　現金預金　＋　未収金
（％） 　　　　　　　　　　　　　　　   × 100

  　  流　　動　　負　　債

  　現　　金　　預　　金
　　　　　　　　　　　　　　　 × 100

  　流　　動　　負　　債

  　負債 （固定負債＋流動負債）
　　　　　　　　　　　　　　　 　　　　　　　　　× 100

　   　自己資本（資本金＋剰余金）

  　　　　　　　　　　営　業　収　益
　　　　　　　　　　　　　　　

回 　　平均総資本（資本・負債合計の２年平均）

    　　　　　　　　　営   業   収   益
　　　　　　　　　　　　　　　

転   　平均自己資本（（資本金＋剰余金）の２年平均）

    　　　　営   業   収   益
　　　　　　　　　　　　　　　

率    平均 （固定資産－建設仮勘定）　　※２年平均

    　　　　　　営   業   収   益
　　　　　　　　　　　　　　　

（回） 　  平均流動資産（流動資産の２年平均）

    　　　　　営   業   収   益
　　　　　　　　　　　　　　　

　  平均未収金（未収金の２年平均）

（注）収益、利益及び費用は、消費税及び地方消費税を含まない額で算定。

　総資本利益率 0.91 1.06

項　　　目
比　　率

算　　　式

　総収益対総費用比率 113.61 116.54

　自己資本利益率 1.42 1.72

　純利益対総収益率 11.98 14.19

　固定負債構成比率 10.22 12.61

　営業収支比率 105.86 109.03

65.09 62.93　自己資本構成比率

　流動負債構成比率 4.45 4.06

122.41

164.74

185.47

　負債比率 22.53

0.07

  固定資産対長期資本比率 122.42

155.94

　流動比率 175.61

　当座比率 175.53 185.38

　現金預金比率

0.10

0.96　流動資産回転率 0.88

　固定資産回転率

　総資本回転率

　未収金回転率 7.87 8.65

　自己資本回転率

0.08 0.08

26.48

0.07

0.11
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投下された総資本（負債＋資本）に対する当年度純利益の割合を表す。比率は高いほど良い。

項　目　の　説　明

総費用に対する総収益の割合で、総収益と総費用の相対的関連を表す。比率は高いほど良い。比率が
１００％以上の場合は単年度黒字を示す。

投下された自己資本（資本金＋剰余金）の収益力を表す。比率は高いほど良い。

業務活動に伴う営業収益とそれに要した営業費用を対比して業務活動の能率を表す。比率は高いほど
良い。

総収益のうち最終的に企業に残されて純利益となったものの割合を表す。比率は高いほど良い。

固定資産は自己資本（資本金＋剰余金）と固定負債から調達されるべきものとする企業財政上の原則か
ら、１００％以下が理想である。１００％を超えると過大投資である。

自己資本
構成比率

流動負債に対する現金預金の割合を示す比率で、１００％以上が理想比率とされている。

固定負債構成比率、流動負債構成比率、自己資本構成比率は、総資本（負債＋資本）
と、これを構成する固定負債、流動負債及び自己資本（資本金＋剰余金）との関係を示
す指標である。
固定負債構成比率が小であり、自己資本構成比率が大であるほど、経営の安定性は大
きい。

固定負債
構成比率

流動負債
構成比率

1年以内に現金化できる資産（流動資産）と、1年以内に支払わなければならない負債（流動負債）とを比
較するものである。流動性を確保するため２００％ 以上が望ましいとされているが、一般的には１２０％～１
４０％であれば健全であるとされている。

自己資本の効率を総資本から切り離して測定するものである。指数が大きいほど企業の
体質が強く、安定している。

短期債務に対応すべき、流動資産のうちの現金預金及び容易に現金化しうる未収金などの当座資産が
十分であるかどうかを表す比率である。１００％以上が理想比率とされている。

企業の取引量である営業収益と未収金の関係を見る指標で、未収金に固定する金額の
適否を測定するものである。指数が大きいほど良い。

回転率は、企業
の 活 動 性 を 示
すもので、これ
らの比率が大き
いほど資本が効
率的に使われて
いることを表す。

流動資産に対する営業収益の割合で、指数が大きいほど良い。

企業の取引量である営業収益と設備資産（固定資産－土地－建設仮勘定）に投下され
た資本との関係を見る指標で、指数が小さい場合は設備資産の利用度が低いことを示
す。

企業に投下され運用されている資本の効率を表すもので、指数が大きいほど業務活動
が活発である。

負債を自己資本より超過させないことが健全経営の第一義であるので、１００％以下が理想である。
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資金不足比率 －

１　算定の基礎 （単位：円）

流動負債 6,785,147,516 A

建設改良以外財源充当
地方債

－ B

流動資産 11,915,561,341 C

解消可能資金不足額 － D

E　（Ａ＋Ｂ－Ｃ－Ｄ）

マイナスの場合は0

営業収益 10,307,429,988 Ｆ

受託工事収益 － Ｇ

計 10,307,429,988 Ｈ　（Ｆ-Ｇ）

２　計算式

資金の不足額　Ｅ

事業の規模　Ｈ

（参考）

経営健全化基準値　　　　資金不足率　20％

６　令和元年度資金不足比率

資金不足の額

事業の規模

計 0

資金不足率＝
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